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スポーツにおける
研究と教育の橋渡し研究
相澤勝治（文学部講師）
研究会⑧
はじめに
　本稿では、とくに体力の低下が問題視されている若年層の運動習慣の
実態および運動の動機づけアプローチの方策について検討することを目
的とする。
1． 若年層における運動習慣の実態
　内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」（平成21年度）に基づく
文部科学省推計によると、成人の週1回以上スポーツ実施率の推移では、
全体で45.3％であった。さらに年代別で比較すると、20-29歳の週1
回以上運動・スポーツを行う者の割合は27.7％と全世代の中で最も運
動の実施率が低いことが指摘されている（図1）。この様な背景から、
スポーツ振興基本計画では、「できる限り早期に、成人の週1回以上の
スポーツ実施率が2人に1人（約50パーセントになることを目指す）」
ことを目指している。
　文部科学省「体力・運動能力調査」では、20～64歳の成年について、
学校時代の運動部での活動経験と体力・運動能力との関連性について検
討した。その結果、中学・高校での運動部活動の経験者は、経験しなか
った者に比べて最大で20歳ほど若い人と同じ程度の体力があることが
示された。文部科学省は、継続的な学校時代の運動部での経験が、その
後の運動・スポーツ習慣につながり、生涯にわたって高い水準の体力を
維持するためには重要であることを指摘している。
　一方、高齢者の運動習慣においては、65歳以上の高齢者の体力や運
動能力の向上が顕著になっており、実際に60歳以上の週1回以上運
動・スポーツを行う者の割は50パーセントを超えていることから、運
動の習慣化の推進は体力向上だけではなく生活の質を高める上で非常に
重要な要因であると考えられる。
2． 大学体育における最近の動向
　先に示した若年層の運動実施率の低下には、様々な要因が相互に関与
していると考えられる。その一つに、若年世代は運動・スポーツを行う
機会として学校教育における体育授業が挙げられる。大学における体育
授業に関しては、1991年まで4単位（短大は2単位）が必修と決めら
れていたが、1991年7月の大学設置基準改正でカリキュラムの編成が
自由になり、体育（実技）を必修とする大学・短大の割合は、98年度
に45.8％に低下したが2005年度には71％にまで回復し、学校教育に
おける体育・スポーツの重要性が再認識されている。このような背景に
は、運動の科学的エビデンスの蓄積だけではなく、現代社会が抱えるコ
ミュニケーション不足やこころの問題を改善するツールとしての体育・
スポーツの有用性が増していることを示唆している。
3． 運動の習慣化にむけた行動変容プログラム
　近年、体育・スポーツに関する科学的エビデンスは国内外問わず研究
論文数を増え続けている。事実、米国立医学図書館が提供する世界最大
級の医学・生物文献データベース PubMed による “exercise” をキー
ワード検索した結果、運動に関する論文数は、1975年と比べ2010年
では約12倍と増加しており、エビデンスに裏付けされた運動・スポー
ツの重要性が増している（図2）。
　このように、スポーツ科学に関するエビデンスが増大しているにも関
わらず、実際の運動習慣化に結びついていない現状がある。それゆえ、
学校教育における体育・スポーツの教養を理解し、運動行動を促す動機
づけアプローチが今後とくに重要な課題と考えられる。近年、トランス
レーショナルリサーチ（橋渡し研究）の視点から教育プログラムを実践
する試みがなされている。体育・スポーツ分野においても、若年世代の
運動の習慣化や体力向上の必要性の観点から、今後は運動の習慣化に向
けた行動変容プログラムを作成し、身体的、社会学的効果について検証
していくことが必要と考えられる。
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